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はじめに1

本設計計算例では

単純合成鈑桁の設計例を示す

計算書一式を示すのではなく、

おもに主桁の耐荷性能について詳細を記すかたちとしている
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はじめに1

主に主桁・主構機能系統について紹介する

道路橋の構造要素

上部構造

上下部接続構造

下部構造構造

主桁・主構機能系統

床版・床組機能系統

立体的構造保持機能系統

上部構造の機能系統
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令和7年道路橋示方書改定の概要2

【背景】

安全性の向上、技術開発・新技術導入の促進、ライフサイクルコスト
の縮減が図られ、適切な維持管理による橋の長寿命化が期待されて
いる。

【改定のポイント】

①新しい形式の提案に対しても適切に性能を評価する
ための枠組みを充実

②様々な耐久技術の開発を見据え、耐久性能の評価方法を
明確化

③能登半島地震を踏まえた対応
（復旧性を向上させるための規定を充実）
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令和7年道路橋示方書改定の概要2

①新しい形式の提案に対しても適切に性能を評価するための枠組みを充実

・上部構造・下部構造・上下部接続部のそれぞれが備えていなけ
ればならない機能系統という概念

・橋ごとに検討を行い、必要に応じて適切な荷重条件を検討しな
ければならない

②様々な耐久技術の開発を見据え、耐久性能の評価方法を明確化

・橋全体の設計耐久期間を定めるとともに、部材等の設計耐久
期間を定める

・適切に補修や更新等の維持管理手法を設計
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令和7年道路橋示方書改定の概要2

③能登半島地震を踏まえた対応（復旧性を向上させるための規定を充実）

・橋梁接続区間の定義

・落橋防止システムの構造の名称および関連規定の見直し
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試設計 ～主な流れ～3

3. 試設計（主桁の曲げモーメント、せん断力の照査例）

（１） 設計条件

1) 設計条件および構造一般図
2) 上部構造が有すべき機能系統
3) 部材別の限界状態

（２） 主桁の設計

1) 曲げモーメントを受ける鋼桁
 架設時（合成前）の曲げモーメント

⇒鋼桁断面の各限界状態の制限値について
 完成時（合成後）の曲げモーメント

⇒鋼桁・コンクリート合成断面の各限界状態の制限値について
⇒鋼桁＋鉄筋断面の各限界状態の制限値について

2) せん断力を受ける鋼桁
⇒鋼桁断面の各限界状態の制限値について

（３） 水平方向の作用に対する照査

鉄筋コンクリート床版の各限界状態の制限値について
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試設計 （１）設計条件3
1) 設計条件および構造一般図

橋の重要度 ：B種の橋
橋の耐荷性能：耐荷性能2
設計供用期間：100年
構造形式 ：単純活荷重合成Ｉ桁橋
床版 ：鉄筋コンクリート床版
橋長(支間長)：34.000m（33.000m）
総幅員(有効幅員)： 9.700m（8.500m）
支承条件 ：A1固定，A2可動
活荷重 ：B活荷重
設計震度 ：Kh1 = 0.20(レベル1地震動）

：Kh2 = 0.60(レベル2地震動）※

※ 支承部に作用する水平力相当

側面図

断面図

3 × 2,550 = 7,650

アスファルト舗装厚 75mm

鉄筋コンクリート床版厚 220mm
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試設計 （１）設計条件3
2) 上部構造が有すべき機能系統［道示Ⅰ］2.4.2

 主桁・主構機能系統
上部構造に作用する荷重等の影響を
上下部接続部に伝達する機能を担う系統

⇒床版、主桁

 床版・床組機能系統
所要の道路機能を満足する路面を
形成する機能を担う系統

⇒床版、端横桁

 立体的構造保持機能系統
主桁・主構機能系統が所要の機能を
発揮できるとする状態の前提条件と
して，上部構造の形状を所要の範囲
にとどめるための機能を担う系統

⇒床版、荷重分配横桁、中間対傾構、端横桁、下横構

床版

主桁

端横桁

下横構

荷重分配横桁中間対傾構

上部構造を構成する部材等の名称
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偶発作用
（水平方向）

（地震荷重等）

変動作用
永続作用

（鉛直方向）
部材等 水平方向

（風荷重等）
鉛直方向

（活荷重等）

主桁・主構機能系統

－－限界状態1限界状態1床版

限界状態1
（ずれ止め）

限界状態1
(ずれ止め)

限界状態1限界状態1主桁

床版・床組機能系統

－－限界状態1限界状態1床版

－－限界状態1限界状態1端横桁

立体的構造保持機能系統

限界状態1限界状態1－－床版

限界状態1限界状態1限界状態1限界状態1荷重分配横桁

限界状態1限界状態1限界状態1限界状態1中間対傾構

限界状態1限界状態1－－端横桁

限界状態1限界状態1－－下横構

試設計 （１）設計条件3
3) 部材別の限界状態

 本書では、［道示Ⅰ］5.2.1(1)に従い橋の耐荷性能を部材の耐荷性能で代表さ
せ、各部材が各作用支配状況において限界状態1を超えないものと設定した．

 鋼桁を主桁とする橋の上部構造の立体的な機能を確保するために、[道示Ⅱ］
11.3.2対傾構および11.3.3横構の規定を満足させる必要がある．
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁

鋼桁・コンクリート合成断面 鋼桁＋鉄筋断面

鋼桁＋鉄筋断面鋼桁・コンクリート合成断面

上段 D19-19本
下段 D19-19本

2275×220床 版

310×28 （SM490Y）U.Flg

1700× 9 （SM490Y）Web

550×32 （SM490Y）L.Flg
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁

前 後

－ 3,008 500 3,481 0 170 731 0 0 760 0 0 0 0 0 0 0 0

① D(+TF)
永続作用
支配状況

5,389 3,158 525 － 0 179 768 0 － 760 － 0 － － － 0 － －

② D+L 9,741 3,158 525 4,351 0 179 768 0 － 760 0 0 0 － － 0 － －

③ D+TH 5,389 3,158 525 － 0 179 768 0 0 760 － 0 － － － 0 － －

④ D+TH+WS 5,389 3,158 525 － 0 179 768 0 0 760 － 0 － 0 － 0 － －

⑤ D+L+TH 9,523 3,158 525 4,134 0 179 768 0 0 760 0 0 0 － － 0 － －

⑥ D+L+WS+WL 9,523 3,158 525 4,134 0 179 768 0 － 760 － 0 0 0 0 0 － －

⑦ D+L+TH+WS+WL 9,523 3,158 525 4,134 0 179 768 0 0 760 － 0 0 0 0 0 － －

⑧ D+WS 5,389 3,158 525 － 0 179 768 0 － 760 － 0 － 0 － 0 － －

⑨ D+TH+EQ 5,389 3,158 525 － 0 179 768 0 0 760 0 0 － － － 0 0 －

⑩ D+EQ 5,389 3,158 525 － 0 179 768 0 － 760 － 0 － － － 0 0 －

⑪ D+EQ 4,629 3,158 525 － 0 179 768 0 － － － 0 － － － － 0 －

⑫ D+CO 4,629 3,158 525 － 0 179 768 0 － － － 0 － － － － － 0

WL WP EQ COSH
E,HP,

U
TH TF SW GD,SD

特性値による断面力

変動作用
支配状況

偶発作用
支配状況

CF,BK WS設計断面力

D

L PS CR

支間中央の曲げモーメント （kN･m）

ここで，

 DおよびＬは，各主桁と荷重分配横桁からなる平面骨組みモデルで，格子解析（線形解析）により算出。

 CRは，合成後死荷重曲げモーメントによるコンクリートに作用する軸力からクリープによる軸力および曲げモーメントを算出。

 SHは，乾燥収縮の最終収縮度εsよりコンクリートに作用する軸力から乾燥収縮による軸力および曲げモーメントを算出。

 TFは，床版と鋼桁の温度差10℃を考慮し，温度差による軸力と曲げ－モーメントを算出。

なお，各作用における軸力の特性値は，CR=-262kN，SH=-953kN，TF=1716kNとなる。
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁

合成桁のため，次の２つの状態について照査を行う。

① 架設時（合成前）は，鋼桁の耐荷性能として道示Ⅱ編5.5の規定に
従い，各限界状態に対して断面力照査を行う。

② 完成時（合成後）は，コンクリート床版を有する鋼桁の耐荷性能とし
て，道示Ⅱ編11.7の規定に従い，各限界状態に対して断面力照査
を行う。
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁【架設時（合成前）】

架設時（合成前）の断面力照査の流れ

限界状態１の曲げモーメントの制限値は，鋼桁単体が弾性挙動する限
界の状態と考えるため，平面保持が成立している断面として，以下の手
順により算出する。

手順①⇒ ［道示Ⅱ］5.5.4.2より，各応力度の制限値を算出

手順➁⇒ 着目する応力度の作用位置の断面係数Wを算出

手順➂⇒ ①×➁により，曲げモーメントの制限値を算出

手順➃⇒ 曲げモーメントの応答値と制限値により断面力照査
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【架設時（合成前）】

 引張応力度の制限値・・・Ⅱ編5.4.6

σtud = ξ1・ξ2・ΦUt・σyk = 0.90×1.00×0.85×355=271.6 N/mm2

 曲げ圧縮応力度の制限値・・・ Ⅱ編5.4.6

σcud = ξ1・ξ2・ΦU・ρbrg・σyk

= 0.90×1.00×0.85×0.69×355=187.4 N/mm2

 局部座屈に対する圧縮応力度の制限値・・・ Ⅱ編5.4.2

σcrld = ξ1・ξ2・ΦU・ρcrl・σyk

= 0.90×1.00×0.85×1.00×355 = 271.6 N/mm2
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【架設時（合成前）】

 限界状態１における曲げモーメントの制限値・・・Ⅱ編5.5.4.2

ここで，限界状態１に対する制限値Mls1dは，上記の各応力度の制
限値σに断面係数Wを乗じて算出する。

曲げモーメント
の制限値(kN･m)

W
(mm3)

σ
(N/mm2)

8,55731,506,194271.6引張応力度着目時

3,860-20,599,521-187.4
圧縮応力度着目時
（横倒れ座屈）

5,595-20,599,521-271.6
圧縮応力度着目時
（局部座屈）

3,860－－制限値Mls1d
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【架設時（合成前）】

 限界状態２における曲げモーメントの制限値・・・Ⅱ編5.5.5.2

限界状態２に対する制限値Mls2dは，道示Ⅱ編5.5.5.2(2)1)に規定す
る引張側フランジが降伏に至る前に，横倒れ座屈による圧縮応力度
の制限値で決まるため，曲げモーメントの制限値Mls2dは，5.5.4.2の規
定による限界状態１のMls1dとなる。

Mls2d = Mls1d = 3,860 kN･m

鋼材の応力度-ひずみ曲線
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【架設時（合成前）】

 限界状態３における曲げモーメントの制限値・・・Ⅱ編5.5.6.2

水平補剛材有り

α ＞ 0.2

α ≦ 0.2
Mcu ≦

Ｉ
௬௖

・σykfMcu ＞
Ｉ

௬௖
・σykf

min（Mcud ，Mrud）ρbrg・McudMcud

Ⅱ編 表-5.5.5 曲げモーメントの制限値 Mls3d

ここで，

α = 0.952 ＞ 0.2 かつ，

Mcu =  8,101 kN･m ＞ Ｉ/yc・σykf = 7,314 kN･m より

Mls3d = ρbrg ･Mcud = 0.690 × 6,197 = 4,276 kN･m
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【架設時（合成前）】

 架設時（合成前）曲げモーメントの照査

架設時（合成前）における照査は，上述した格子解析により算出し
た合成前死荷重曲げモーメントに対して行う。

判定制限値応答値

OK3,860

3,158

限界状態１

OK3,860限界状態２

OK4,276限界状態３

(kN･m)
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完成時（合成後）の照査は，クリープ・乾燥収縮・温度差の影響によりコン
クリート床版に引張応力度が作用するため，鋼桁・コンクリート合成断面お
よび鋼桁＋鉄筋断面に対して行う。

 限界状態１,２,３のコンクリートおよび鋼材の応力-ひずみ曲線

※日本道路協会「図書正誤情報」より，限界状態１でも下図を使用することが明記された。

曲げモーメントの特性値Mは，この応力度-ひずみ曲線を用いて，各限界状態で規定
された引張側フランジの降伏ひずみεsと圧縮コンクリートの最外縁の終局ひずみ
0.0035に達する状況におけるひずみ分布から引張力Tと圧縮力Cの力のつり合いに
より算出する。

試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

コンクリートの応力度-ひずみ曲線 鋼材の応力度-ひずみ曲線
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

鋼桁・コンクリート合成断面の制限値

 限界状態１は，［道示Ⅱ］11.7.6より引張側フランジ縁が引張応力度の制
限値を超えない，または，圧縮フランジ縁が圧縮応力度の制限値を超え
ない限界の状態

ひずみ分布 応力図

C + T = 0
M = C∙y + T∙y
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

鋼桁・コンクリート合成断面の制限値

 限界状態２は，［道示Ⅱ］11.7.7より引張側フランジが降伏するものの，引
張側フランジと腹板の縁が引張応力度の制限値を超えない，または，圧
縮フランジ縁が圧縮応力度の制限値を超えない限界の状態

ひずみ分布 応力図

C + T = 0
M = C∙y + T∙y
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

鋼桁・コンクリート合成断面の制限値

 限界状態３は，［道示Ⅱ］11.7.8より部材の最外縁の床版の圧縮コンク
リートが終局ひずみに達するときの抵抗曲げモーメントとして特性値を算
出し，抵抗側の部分係数を乗じて算出した制限値を超えない限界の状態

ひずみ分布 応力図

C + T = 0
M = C∙y + T∙y
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

鋼桁・コンクリート合成断面の制限値

制限値

(kN･m)

調査･解析係数，
部材･構造係数，抵抗係数

特性値

(kN･m)

床版上面～中立軸
(mm)

Φuξ2ξ1

11,116－－－－626.1限界状態１

11,275－－－－623.9限界状態２

11,2780.800900.9017,405260.5限界状態３
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

鋼桁＋鉄筋断面の制限値

 限界状態１，２は，鋼桁・コンクリート合成断面と同じ状態の考え方で算
出する。

 限界状態３は，道示Ⅱ編11.7.8.4(2)の解説に示すようにコンクリートの圧
壊により定まる耐力であり，鋼桁＋鉄筋断面ではコンクリートを考慮しな
い断面のため，条文(2)に該当しない。よって，同項(4)の適用となり，限
界状態２の制限値と同じとなる。

制限値

(kN･m)

調査･解析係数，
部材･構造係数，抵抗係数

特性値

(kN･m)

床版上面～中立軸
(mm)

Φuξ2ξ1

9,926－－－－1064.8限界状態１

10,136－－－－1059.4限界状態２

［道示Ⅱ］11.7.8.4(4)より，限界状態2と同じ限界状態３
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

完成時（合成後）の照査

 R7道示の改定により，これまでの応力度による照査から曲げモーメント
による断面力照査が示された。しかしながら，コンクリートに生じるクリー
プや乾燥収縮による軸力，およびコンクリートと鋼桁の温度差により生じ
る軸力は，骨組格子解析により算出される死・活荷重曲げモーメントと単
純に足し合わせることができない。

 作用する軸力のひずみを初期ひずみとして制限値に組み合せることも考
えられるが，温度差や温度変化などの荷重の組合せごとに制限値が与
えられることとなり，断面の安全性を把握する観点では煩雑となり，実務
的に課題がある。

 クリープ，乾燥収縮，温度差の影響は，原則，応力度による照査により
断面を決定し，適切に安全性を評価する必要がある。

 以上から，死・活荷重による作用曲げモーメントの応答値と制限値を比
較し，断面力の照査とする。
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試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

完成時（合成後）の照査

作用曲げモーメント（kN･m）

②
変動作用支配状況

①
永続作用支配状況

3,1583,158死荷重D（前）

525525死荷重D（後）

4,351－活荷重L

8,0343,683作用曲げモーメント



29

試設計 （２）主桁の設計3
１） 曲げモーメントを受ける鋼桁 【完成時（合成後）】

完成時（合成後）曲げモーメントの照査

曲げモーメントの照査結果（kN･m）

②変動作用支配状況①永続作用支配状況

判定制限値応答値判定制限値応答値

OK11,116

8,034

OK9,926

3,683

限界状態１

OK11,275
OK10,136

限界状態２

OK11,278限界状態３
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試設計 （２）主桁の設計3
２）せん断力を受ける鋼桁

垂直補剛材を有する直線の鋼桁において，限界状態1から3が新たに規定された．
なお，垂直補剛材が無い場合は，平成29年道示と同様の照査になる．
・限界状態1

垂直補剛材とフランジまたは水平補剛材に囲まれた腹板の斜張力場となる
腹板表面の一部が降伏する限界の状態

・限界状態2：
斜張力場で降伏域が拡がり塑性変形が急増し始める限界の状態

・限界状態3：
降伏が更に進展して最大強度点に達する限界の状態

構造モデルに基づく評価手法の例

図 せん断力を受ける鋼桁の耐荷機構
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試設計 （２）主桁の設計3
・せん断力を受ける鋼桁の限界状態1

Vls1d  = ξ1・ΦUs・Vls1u

Vls1d ： せん断力の制限値（N）
Vls1u ： せん断力の特性値（N）
ξ1     （調査・解析係数） 0.90
ΦUs （抵抗係数） 0.90

Vls1u  = 2.2tw
2 Eσyk

2
1＋α sinθ（α≦1.0）

tw （腹板の板厚） 9mm
σyk（腹板の降伏強度の特性値） 355N/mm2（SM490Y）
θ （対象パネルの水平面からの対角線方向の角度）
α （腹板パネルのアスペクト比） 0.81

Vls1d  = ξ1・ΦUs・Vls1u  = 0.90×0.90×1,290.9 = 1,046kN
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試設計 （２）主桁の設計3
・せん断力を受ける鋼桁の限界状態2

Vls2d  = ξ1・ΦUs・Vls2u

Vls2d ： せん断力の制限値（N）
Vls2u ： せん断力の特性値（N）
ξ1     （調査・解析係数） 0.90
ΦUs （抵抗係数） 0.90

Vls2u  = tw(bw-bbw)τyk＋2.2tw
2 Eσyk（sinθb＋

1
6
）（αb＞1.0）

τyk （腹板のせん断降伏強度の特性値） 205N/mm2（SM490Y）
bw （腹板の高さ） 1700mm
bbw（最下段の腹板パネルの高さ） 1360mm
θb   （最下段の腹板パネルの水平面からの対角線方向の角度）
αb   （最下段の腹板パネルのアスペクト比） 1.01

Vls2d  = ξ1・ΦUs・Vls2u  =  0.90×0.90×2,296.2 = 1,860kN

Vud （腹板の降伏せん断強度）= 157×1700×9 = 2,402,100N
Vls2u  = 1,860kN ＜ Vud = 2,402kN
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試設計 （２）主桁の設計3
・せん断力を受ける鋼桁の限界状態3

Vls3d  = ξ1・ ξ2・ ΦUs・Vls3u

Vls3d ： せん断力の制限値（N）
Vls3u ： せん断力の特性値（N）
ξ1     （調査・解析係数） 0.90
ξ2     （部材・構造係数） 1.00
ΦUs （抵抗係数） 0.85

Vls3u  = tw(bw-bbw)τyk ＋( 
τcrb
τyk

＋
3

2
1－τcrb/τyk

1＋α2
b

)Vyb

Vyb （最下段腹板の降伏せん断強度） 2,509,200N
τcrb （最下段腹板のせん断座屈応力度） 73.2N/mm2

bbw （最下段の腹板パネルの高さ） 1360mm
kwb （せん断座屈係数） 9.2
αb   （腹板下部パネルのアスペクト比） 1.01

Vls3d  = ξ1・ ξ2・ ΦUs・Vls3u  = 0.90×1.00×0.85×2,506.0 = 1,917kN

Vud （腹板の降伏せん断強度） = 157×1700×9 = 2,402,100N
Vls3u  = 1,917kN ＜ Vud = 2,402kN
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試設計 （２）主桁の設計3
・せん断力の照査（支点部）

制限値応答値
※荷重係数考慮 限界状態3限界状態2限界状態１

1,9171,8601,046956.1

379.1合成前死荷重

94.5合成後死荷重

482.5活荷重

OKOKOK照 査

せん断力の照査結果（kN）



35

試設計 （３）水平方向の作用に対する照査3

水平方向の作用に対して，床版のみで抵抗できるように設計する.

風荷重（橋桁）WS
総高D に作用する風荷重
を床版に作用させる．

風荷重（活荷重）WL
水平力のみを床版に作
用させる．

地震の影響EQ
上部構造の慣性力を床
版に作用させる．

本計算例のレベル２地震動による断面力は8,698kN・m
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鉛直方向の作用
に対する抵抗断面

横荷重に対する
抵抗断面

横荷重による
応力（部材力）

横荷重に対する制限値

限界状態1 [道示Ⅱ] 11.7.6.2（2）

限界状態2 [道示Ⅱ] 11.7.7.2（2）

限界状態3 [道示Ⅱ] 11.7.8.2（2）

限界状態1 [道示Ⅱ] 11.7.6.2（4）

限界状態2 [道示Ⅱ] 11.7.7.2（4）

限界状態3 [道示Ⅱ] 11.7.8.2（4）

限界状態1 [道示Ⅱ] 11.7.6.2（2）

限界状態2 [道示Ⅱ] 11.7.7.2（2）

限界状態3 [道示Ⅱ] 11.7.8.2（2）

限界状態1 [道示Ⅱ] 11.7.6.2（4）

限界状態2 [道示Ⅱ] 11.7.7.2（4）

限界状態3 [道示Ⅱ] 11.7.8.2（4）

限界状態1 [道示Ⅱ] 11.7.6.2（2）

限界状態2 [道示Ⅱ] 11.7.7.2（2）

限界状態3 [道示Ⅱ] 11.7.8.2（2）

限界状態1 [道示Ⅱ] 11.7.6.2（4）

限界状態2 [道示Ⅱ] 11.7.7.2（4）

限界状態3 [道示Ⅱ] 11.7.8.2（4）

限界状態1 [道示Ⅲ] 5.7.2

限界状態2 [道示Ⅲ] 5.8.2

限界状態3 [道示Ⅲ] 5.9.2

支間部

鉄筋の引張応力度

コンクリートの圧縮応力度

床版
（RC断面）

－
偶発作用支配状況

（組合せ⑪）

コンクリートの圧縮応力度

鉄筋の引張応力度

床版
（RC断面）

鋼桁+床版
（合成断面）

変動作用支配状況
（組合せ②～⑩）

中間支点部

コンクリートの圧縮応力度

変動作用支配状況
（組合せ②～⑩）

鋼桁+床版
床版

（RC断面）

鉄筋の引張応力度

曲げモーメント
床版

（RC断面）
－

偶発作用支配状況
（組合せ⑪）

試設計 （３）水平方向の作用に対する照査3
床版の横荷重に対する制限値

[R7道示Ⅲ] 5.8.2
鉄筋コンクリート部材の
限界状態2が追加された.
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試設計 （３）水平方向の作用に対する照査3

［道示Ⅲ］5.7，5.8，5.9 鉄筋コンクリート部材の限界状態1，2，3

最外縁の引張鉄筋が降伏強度に達する．
ただし，コンクリートの圧縮応力度は2/3σck以下．

5.7.2（5.7.3）

降伏曲げモーメ
ントの特性値

限界状態1

全ての引張側鉄筋が降伏強度に達する．
ただし，コンクリートの圧縮応力度は2/3σck以下．

5.8.2（5.8.3）

全降伏曲げモー
メントの特性値

限界状態2
(R7道示
で追加)

圧縮側コンクリートが終局ひずみに達する．
5.9.2（5.9.3）

破壊抵抗曲げ
モーメントの特
性値

限界状態3
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試設計 （３）水平方向の作用に対する照査3
［道示Ⅲ］5.7.3，5.8.3，5.9.3 による曲げモーメントの制限値の算出例（偶発作用支配状況）

備 考
曲げモーメント

の制限値

調査・解析係数ξ1

部材・構造係数ξ2

抵抗係数Φu

曲げモーメント
の特性値

最外縁の引張鉄筋が降
伏．

36,667
kN・m

ξ1=1.0
Φu=1.0

36,667
kN・m

限界
状態

1

全ての引張鉄筋の降伏
より先に，コンクリートの
圧縮応力度が2/3σckに
達する．

59,982
kN・m

ξ1=1.0
Φu=1.0

59,982
kN・m

限界
状態

2

圧縮側コンクリートが終
局ひずみに達する．
係数により限界状態3

＜限界状態2となる．

55,881
kN・m

ξ1=1.0
ξ2=0.9
Φu=1.0

62,090
kN・m

限界
状態

3
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試設計 （３）水平方向の作用に対する照査3

活荷重載荷範囲が限界状態１を超えなければ，特段の制限なく自動車が通行できる
路面は保持できていると考え、床版片持部が部分的に降伏するときの照査例を以下
に示す.

照 査床版部材の状態

レベル２地震動による断面力
8,698kN・m

≦40,730kN・m ・・・OK

ただし,床版有効幅内の鉄筋は
降伏させてはならない．

また，主桁作用・床版作用との
重ね合わせも必要．

活荷重載荷位置より外側の引張鉄筋が降伏するときの
抵抗曲げモーメントを算出 ⇨ 40,730kN・m



40

その他の改定点について （１）温度差の影響4

［道示Ⅰ］8.11 温度差の影響
鋼，コンクリートが複合する桁が追加され，箱型断面でウェブが鋼材の場合，左
右のウェブに15度の温度差が生じた影響を考慮することが規定された．

(3) 構造部材間の温度差の影響を評価するときの温度
差は次のとおりとし，かつ，設計部材に最も不利な応力
が生じるようにその影響を考慮する。

1） 鋼構造
部材間又は・・・想定的な温度差は15度とする。

2） コンクリート床版を有する鋼桁橋
コンクリート床版と鋼桁の温度差による影響を考慮
する必要がある場合には，その温度差は10度とし，
温度分布は・・・。

3） コンクリート構造
床版とその他の部材の相対的な温度差を5度とし，
温度分布は・・・。

(3) 構造部材間の温度差の影響を評価するときの温度
差を次のとおりとし，かつ，設計部材に最も不利な応力
が生じるようにその影響を考慮する。

1） 鋼構造
部材間又は・・・想定的な温度差は15度とする。

2） コンクリート床版を有する鋼桁
コンクリート床版と鋼桁の想定的な温度差は10度
とする。

3） コンクリート構造
部材間又は・・・想定的な温度差は5度とする。

4） 鋼，コンクリートが複合する桁
材料の配置に応じて1）から3）を満足するようにす
る。

［H29道示Ⅰ］8.11 ［R7道示Ⅰ］8.11

4） 解説
箱型断面でウェブが鋼材の場合には，左右のウェブに15度の温
度差が生じた影響を考慮するものとし，架橋環境によらず，左側
がより高温となる状態と右側がより高温となる状態の両方を考慮
しなければならない．
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その他の改定点について （２）SBHS700(W)の追加4

［道示Ⅱ］1.4.2 鋼種の選定，4.1.2 鋼材の強度の特性値 ほか
軸力を受ける部材に限定して，照査基準が規定された．

JISに基づく．材料特性

軸方向引張力を受ける部材，軸方向圧縮力を受ける
両縁支持板，自由突出板など規定化．

耐荷性能

従来鋼に準じる．耐久性能（疲労）

入熱量5,000J/mm以下．余熱温度50℃．
プレス矯正によるひずみ取りは施工試験による．

製作性

注）高い降伏比の影響などより，下記は適用範囲外．
・塑性化を考慮する部材
・鋼桁
・トラス橋の弦材
・隅角部

SBHS700(W)に関する主な改定事項
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その他の改定点について （３）相反応力部材の照査4

［道示Ⅱ］5.1.3 相反応力部材
相反応力部材に対して，これまでの道示による場合と同等の水準の照査を行
う目的から，Ⅰ編 3.2の設計状況に対する照査とは別に照査を行うことや，照
査式が条文化された．

(3) 死荷重の荷重係数を1.0とし，活荷重（衝撃を含む）
の荷重係数を1.3として，制限値に補正係数0.75を乗じ
て設計する。

(4) 死荷重による応力が活荷重による応力の30％より
小さい場合には，死荷重を無視し，活荷重のみ考慮す
る。この場合の活荷重（衝撃を含む）は荷重係数を1.0と
する。

(3) 相反応力を生じる部材は，Ⅰ編3.2の設計状況によ
らず，式（5.1.1）に示す荷重組合せを考慮した応答値が，
限界状態1，限界状態2及び限界状態3の制限値に補正
係数0.75を乗じた値を超えないことを照査する。

1.0(D+CR+SH+TF)+1.3L・・・・・・（5.1.1）
ここに，・・・（以下、略）

(4) 相反応力を生じる部材のうち死荷重による応力が
活荷重による応力の30％より小さい場合には，Ⅰ編3.2
の設計状況及び(3)によらず，式（5.1.2）に示す荷重組
合せを考慮した応答値が，限界状態1，限界状態2及び
限界状態3の制限値に補正係数0.75を乗じた値を超え
ないことを照査する。

1.0(L+CR+SH+TF)・・・・・・（5.1.2）
ここに，・・・（以下、略）

［H29道示Ⅱ］5.1.3 ［R7道示Ⅱ］5.1.3
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その他の改定点について （４）二次部材の廃止4

［道示Ⅱ］5.2.2 部材の細長比
耐荷性能の評価において，部材等がどの機能系統を担うか特定し，機能の観
点からそれぞれの部材等に求められる状態を達成するとされたため，部材に
は「主要部材」や「二次部材」といった区分はないものとして規定された．

［H29道示Ⅱ］5.2.2 表-5.2.1 ［R7道示Ⅱ］5.2.2 表-5.2.1

細長比
(l/r)部 材

120主要部材
圧縮部材

150二次部材

200主要部材
引張部材

240二次部材

細長比
(l/r)部 材

120圧縮部材

200引張部材

なお，横構や対傾構を主要部材としての
機能をもたせないで設計する場合には二
次部材としてよい。
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その他の改定点について （５）鋼桁の最小腹板厚の見直し4

［道示Ⅱ］5.5.3.2 腹板の板厚
水平補剛材を1段用いる鋼桁を対象とした実験的・解析的研究の結果から，最
小板厚の値が変更された．
施工実績を踏まえて，水平補剛材が2段用いられる場合の規定が削除された．

［H29道示Ⅱ］13.4.2 表-13.4.1

［R7道示Ⅱ］5.2.2 表-5.2.1

SBHS500
SBHS500

W

SM570
SM570W

SBHS400
SBHS400

W

SM490Y
SM520

SMA490W
SM490

SS400
SM400

SMA400W

b/107b/110b/117b/124b/131b/152水平補剛材のないとき

b/180b/185b/196b/208b/221b/256水平補剛材を1段用いるとき

b/253b/260b/276b/293b/311b/311水平補剛材を2段用いるとき

SBHS500
SBHS500

W

SM570
SM570W

SBHS400
SBHS400

W

SM490Y
SM520

SMA490W
SM490

SS400
SM400

SMA400W

b/107b/110b/117b/124b/131b/152水平補剛材のないとき
直線桁

b/198b/204b/216b/229b/243b/256水平補剛材を1段用いるとき

b/107b/110b/117b/124b/131b/152水平補剛材のないとき
それ以外

b/180b/185b/196b/208b/221b/256水平補剛材を1段用いるとき
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その他の改定点について4

［道示Ⅱ］11.7.6.2 床版，11.7.7.2 床版，11.7.8.2 床版
過去からの知見や最新の実験結果を踏まえて，以下の見直しがされた．

・制限値の丸め
・偶発作用が支配的な状況に対する照査の制限値を追加
・設計基準強度40N/mm2までのコンクリートの圧縮応力度及び引張応力度の
制限値を追加

［H29道示Ⅱ］14.6.2 表-14.6.1 ［R7道示Ⅱ］11.7.6.2 表-11.7.2

3027

10.810.0
1) 床版としての作用

変動作用
が支配的
な状況

1 2) 主桁の断面の一部としての作用

15.814.23) 1)と2)を同時に考慮した場合

14.312.9プレストレッシング直後2

40353027

13.013.011.010.0
1) 床版としての作用

変動作用
が支配的
な状況

1 2) 主桁の断面の一部としての作用

18.518.516.014.53) 1)と2)を同時に考慮した場合

18.518.516.014.51) 主桁の断面の一部としての作用
偶発作用
が支配的
な状況

2

16.516.514.513.0プレストレッシング直後3

注）改定の一例として，限界状態1におけるコンクリートの圧縮応力度の制限値(N/mm2)を示す．

（６）合成作用を考慮する際の各限界状態に
おけるコンクリートと鉄筋の制限値の見直し
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その他の改定点について （７）立体的構造保持部材4

［道示Ⅱ］13章 立体的構造保持部材
上部構造全体として立体的構造を保持するために，立体的構造保持部材に求
める所要の立体的構造保持機能の水準が明確となるよう，立体的構造保持機
能のみを担う部材として構成された上部構造形式に対して，それらが満足すべ
き条件等が規定された．

従来の対傾構及び横構に関する規定は，標準的な橋梁において，これらを満
足するとみなせる条件として位置付けられる．

(1) 立体的構造保持部材は，それらの状態の組合せによって上部構造が有するべき立体的
構造保持機能が発揮できるようにしなければならない。
(2) 上部構造の立体的構造保持機能を，主に立体的構造保持部材のみで担う場合には，少
なくとも13.2から13.4の規定を満足しなければならない。

［R7道示Ⅱ］13.1
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まとめ5

上部構造の機能系統
主桁・主構機能系統
床版・床組機能系統
立体的構造保持機能系統

これらの3つの機能系統の考え方が導入され
性能照査型の規定が概成し、設計の自由度が高まった。

今回は単純合成鈑桁の設計の主なポイントを説明

今後は
・合成桁の設計例と解説
・連続合成2主桁橋の設計例と解説
・細幅箱桁橋の設計例と解説

これらの講習会テキストを順次改訂していく



令和７年道路橋示方書による単純合成鈑桁の設計例
～耐荷性能の評価を中心とした改定の主なポイント

について～

ご清聴ありがとうございました

おわり


